
 

鳥取市自主防犯活動団体補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市自主防犯活動団体補助金（以下「本補助金」という。）につ 

  いて、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」とい 

  う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、犯罪や少年非行を未然に防止し、市民が安全で安心して暮らすこと

のできるまちづくりを推進するため、自主防犯活動を行うボランティア団体の育成・支

援を行うとともに、その効果的・継続的な活動の促進を図ることを目的として交付する。 

 

（補助対象団体） 

第３条  本補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、各地区にお

いて、継続的に自主防犯活動に取り組んでいる自治会，町内会、ボランティア団体その

他の団体のうち、市長が認めるものとする。 

 

（補助対象事業等） 

第４条  本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び交付の

対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に定めるところによる。 

 

（補助金の算定等） 

第５条  本補助金は、補助対象経費に１０分の１０を乗じて得た額以内で算定し、予算の

範囲内で交付する。ただし、１団体当たり１００,０００円を限度とする。 

 

（交付申請） 

第６条 規則第４条の規定による本補助金の交付申請は、市長が別に定める日までに行わ

なければならない。 

２ 申請書に添付すべき規則第４条第１号及び第２号に定める書類は、それぞれ事業計画

書（様式第１号）及び収支予算書（様式第２号）とする。 

 

（承認を要しない変更） 

第７条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 

⑴補助金の増額 

⑵補助金の２割を超える減額 

 



 

 

（実績報告） 

第８条  規則第１２条に定める実績報告は、事業報告書（様式第１号）及び収支決算書 

（様式第２号）を添付して行うものとし、補助対象事業完了の日から起算して１か月を

超えない日又は当該補助金の交付決定を受けた年度の翌年度の４月１０日のいずれか早

い日までに行わなければならない。 

  （雑則） 

第９条  この要綱に定めるもののほか、本補助金について必要な事項は、市民生活部長が

別に定める。 

 

      附 則 

 この要綱は、平成１８年５月２９日から施行し、平成１８年度の補助金から適用する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年４月１８日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の鳥取市自主防犯活動団体補助金交付要綱の規定は、この要綱

の施行の日以後に交付の決定のなされるものから適用する。 

   附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 別表（第４条関係） 
 

 １ 補助対象事業   ２ 補助対象経費 
 

防犯活動講習会の開催 

防犯パトロールの実施 

防犯広報紙の作成 

安全マップの作成 

危険箇所の点検 

声かけ運動の実施等の自主防犯活動 

 

 補助対象事業を実施するために必

 要と市が認める経費（食糧費を除

 く。） 

 


